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本報告の構成

1. はじめに（研究背景）

2. 日本のケーブルテレビ事業

3. 中海テレビ放送の事例

4. 自治体と中海テレビ放送の関係

5. 日本版シュタットベルケの可能性（考察）

2024/2/28 第10回 再エネ講座公開研究会 2



はじめに（研究背景）

日本版シュタットベルケの概念検討を行った私のこれ
までの研究から、範とするドイツのシュタットベルケ
を参照し、以下の3つの要件を抽出

⚫公益的サービスの統合的供給

⚫自治体関与による公共性担保

⚫地域経済および自治体財政への貢献
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はじめに（研究背景）

日本版シュタットベルケを具体化する事業モデル
⚫地方公営企業の可能性について、戦前は見られた「収益主義
的経営」は戦後の地方公営企業法において不適当とされた

⚫ただし利益剰余金の処分と附帯事業という2つの形態におい
て可能性は残されており、2014年の法改正を経て複数の実践
例が報告されているが、その展開は今後の課題であった
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はじめに（研究背景）

日本版シュタットベルケを具体化する事業モデル
⚫自治体が出資する官民連携事業体について、日本版シュタッ
トベルケは公益的サービスの統合的供給を要件とするが、な
かでもインフラサービスにおいて優位性を有する

⚫その点において、地域インフラ管理を伴う公益的サービスで
あるケーブルテレビ事業に可能性があるのではないか
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日本のケーブルテレビ事業

ケーブルテレビ事業
⚫光ファイバーケーブルや同軸ケー
ブルといった放送通信インフラ
（有線電気通信設備）を用いなが
ら、有線放送サービスや通信サー
ビスなどを供給するサービス

⚫総務省はケーブルテレビ事業を法
非適用事業であるが「公営企業と
考えられる業」と位置付け
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出典：（一社）日本ケーブルテレビ連盟



参考資料①
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出典：総務省「令和2年地方公営企業の範囲について」



日本のケーブルテレビ事業
⚫2022年度末時点で国内456事業者のうち44.5％が自治体出資を伴う
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出典：総務省「ケーブルテレビの現状 令和5年11月版」



中海テレビ放送の事例

株式会社中海テレビ放送（本社：鳥取県米子市）

⚫鳥取県西部（米子市・境港市・伯耆町・南部町・大山町・日吉津村・日南

町・日野町）を商圏

⚫商圏である8つの自治体と地元金融機関、個人・法人（121社名）

が出資者（2022年時点で資本金のうち自治体出資割合は約5.3%）

⚫商圏の世帯のうち99.0％をカバーし、接続率は61.6%
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境港市

米子市

大山町

伯耆町

日野町

日南町

南部町

日吉津村

（江府町） 自治体 人口 面積

米子市 １４５,０５０人 １３２．４２㎢

境港市 ３２,６４８人 ２９．１０㎢

伯耆町 １０,２９３人 １３９．４４㎢

南部町 １０,２５２人 １１４．０３㎢

大山町 １５,０４３人 １８９．８３㎢

日吉津村 ３,６０８人 ４．２０㎢

日南町 ３,９８５人 ３４０．９６㎢

日野町 ２,７１２人 １３３．９８㎢

出典：国土地理院より報告者作成



中海テレビ放送の事例
事業内容

⚫1984年設立、1989年開局、2000年インターネットのプロバイダー事業
開始、2016年小売電気事業「Chukai電力」を開始

⚫2015年米子市・境港市・地元企業4社でローカルエナジー株式
会社設立、自治体向け電力販売や電源調達、電力需給管理を担う

⚫2020年度の売上高は約56億2400万円であり、特に通信事業
の開始によって2003年には赤字経営から脱し、小売電気事業開
始後は更に売上を拡大させ、Chukai電力のサービス加入世帯数
は2020年には11,105世帯を記録し、その売上高は約17.9億円

⚫インフラ整備は米子市・境港市・日吉津村・日野町は民設民営、残
りの4自治体については公設民営
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中海テレビ放送の事例
事業内容

⚫地域ニュース番組をはじめとする自主放送チャンネルによる地域情
報の提供（地元ニュース、特に災害情報や議会情報、選挙開票速
報、地元のイベントなど）

⚫各商圏自治体の専門チャンネル、更には視聴者持ち込み型のパブ
リックアクセスチャンネル

⚫２０２１年文化センター「Chukaiコムコムスクエア」運営

⚫2022年「Chukaiトライセクター・ラボ」を設立、地方自治体を対象
に地域課題解決を目指すコンサルタント業
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以下、
４．自治体と中海テレビ放送の関係

５．日本版シュタットベルケの可能性（考察）
の内容は当日の報告スライドに掲載します
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